
The Japanese Geotechnical Society

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Geotechnlcal 　Soclety

報文一2588

港湾構造物の新 しい 耐震設計

Outline　of 　New 　Seismic　Design　for　Port　and 　Harbour　Facilities

山 本 修 司 （や ま もと し ゅ う じ）

　 運輸省 港湾技術研 究所設計 基準研究室 長

上 部 達 生 （うわべ た っ お）

　　 運輸省港湾技術研 究所構造部長

1． は じ め に

　本年 4 月 ，「港湾 の 施設 の 技 術 上 の 基準」 の 解 釈 ・運

用 を 定め た 港湾局長通達 （い わ ゆ る技術基準）が 廃止 さ

れ，内容 を全面的 に改正 した 技術上 の 基準 の細 目 が新 た

に 告示 さ れ た。

　港湾構造物 の 耐震設計 に 関 して は ，設計震度の 設定法，

液状 化 の 予 測 ・
判 定 法 お よ び 桟橋の 耐 震設計法が 変更 さ

れた。また，特 に 高 い 耐震性 が 要求される 「耐震強化施

設 」 に つ い て は ，レベ ル 2 地 震動に よ る構造物の 変形

を照査す る こ とを規定 した。

表一 1　 地 域 区 分 別 の 地 域 別震度，再 現期 間75年の 基盤加

　　　 速度期待値

1

再現期間75年
地 域区分 地域 別震度 基 盤加速 度期待値

〔Gal〕

A 0、15 350

B 0，13 250

C 0．12 200

D 0．11 150

E α08 100

表
一2　 地盤 種別係数

2． 港湾構造物の耐震設計

地 盤 種 別 　 　 第
一
種 地盤

係　 　数 08

第二 種地盤
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　 2．1 港湾構造物 の 耐震性能 の 設定

　港湾構造物は ， そ の 重要度 に 応 じた 耐震性を確保 しな

け れ ば ならない 。す な わ ち，すべ て の 港湾構造物は レ ベ

ル 1 地 震 動 （再 現 期 間 75年 の 地 震 動） に 対 して 健全性

を損な わな い もの とす る。さらに ，耐震強化施設 は 再 現

期間 が 数 100年以 上 の プレート内地震あ る い は陸地 近傍

で 発生する大規模なプ レ
ー

ト境界地震 に よ る地震動 に 対

して所期の 機能を保持 しな け れ ば な ら な い
。

　 2．2 設計震度の 算定

　大 規模な橋梁や沈埋 トン ネ ル 等 固有振動 周期 が長い 構

造物 を 除い て ， 港湾構造物 は従来 どお りの 震度法 に よ り

設計 し，そ の 設計震度 （以下，本稿で は 水 平方向の 震度）

は 次式 で 算定す る 。

　　　設計震度＝地 域別 震度 × 地 盤種別 係数

　　　　　　　　 x 重要度係数
………・…・……・…

（1）

　（1＞ 新 しい 地 域別震度 と再現期間75年 の 基盤 加 速度

期待値を表一 1に 示 す。地 域別震度に つ い て は，ま ず 基

本 とな る地 震動 の 推 定式 （距離減衰式）の 見 直 しを 行 っ

た 。 そ の 際 ，震源域近傍 の 最大基盤加速度を1995年兵

庫県南部地震 の 各地 の 観測記録 より設定 した 値 で あ る

534Ga1 と し，港湾地 域強震観測綱 （平成 10年 10月現在

60港，強震計94台） で 得 られ た 過去の 強震観測記録約

6000本 を 統計 処 理 して ，距 離減衰式 を 求 め た。

　　　lo9104smac・＝O．53M − loglo（X 十 〇．0062 ・100・53M ）

　　　　　　　　 − O．OO169X十 〇．524・・……　…tt・・
（2）

　 　 　 こ こ に ，

　　　Asmac ： SMAC 型 強震 計 の 最大 基盤 加 速度 （Gal）

　　　　 M ： マ グ ニ チ ュ
ー

ド

　　　　 X ： 断層面距離 （km ）
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　   　地域別震度の 設定 に あ た っ て は，重 力式岸壁 と矢

板式岸壁 の 地震被災事例を解析 して 得 られた 地 盤 （地 表

面）最大加 速度 α と作 用 震 度 砺の 関係 式 を 用 い た 。

　　　kh＝
α／g　α ≦ 200　Gal

　　　kh＝1！3（α〆g）
1／3
　α ＞200　Gal …・…・……・…（3）

式 （3）は 被災 した施設 に 作用 した と想定され る地盤 （地

表面）最大加速度 に 対 す る作 用震度 の ほ ぼ 上 限 値 を示 す

もの で あ る 。 な お，従来
一

般 の 港湾構造物 が，作用震度

と地盤 （地表面）最大加速度 との 平均的な 関係 を用 い て

設計さ れ て い る こ とを考慮 して ，そ の換算係数を0．59と

した （例え ば，地域別震度 を定 め る
一

般的 な 地 盤 で あ る

第二 種 地 盤 の 地 盤種別係数 が 1．0，比較的強固 な 地盤 で

あ る 第
一

種地盤 の 地 盤種 別 係数 が 0．8で あ る の で ，
A 地

区 の一般 的 な 地盤 の 地表面 の 最 大 加 速度 は 350／0．8＝

438Ga1 となる。した が っ て ，　A 地 区 の 地 域別震度 は

0．59 × 1／3× （438〆980）113＝O．15とな る）。

　（3） 地 盤種別係数 は ，表Y2 に 示 す とお りで あ る 。 従

来 と変更 は な い
。

　   　重要度係数を表
一 3 に示す。重要度係数 に関す る

主な変更点は以下 の とお りで あ る 。

・ 搆造物の 重要度種別 が 「特定」 に 分類され る 性格 と し

て ，従来の   〜  に   を追 加 した 。
こ れ は ， 阪神

・
淡路

大震災 にお け る港湾構造物 の被災 が経済
・
社会活動へ 大

きな影響 を与 え た こ とを考慮 した もの で あ る 。

・ 従来，「特定 」 お よび 「A 級 」 以 外 の 小規模な構造物

で 容易 に 復 旧 が 可 能 な C 級構造物 の 重 要 度係 数 は 0．5 と

規 定 して い た 。 しか し ， 実際 に こ の 重要度係数 が 使用さ

れ た設計事例は見受け られ な い。また ，同
一

用途 の 岸壁

が複数 あ る港湾で は，港湾 と して の 機能 が 保持 さ れ る限

　 　 　 　 　 　 　 　 　 ヱ7
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表一3　 重要度 係数

りに おい て ，異 な る耐 震性能 の岸壁が存在 して も よ い と

考 え られ る 。 例 え ば ，

− 7．5m 岸壁 が 3バ ー
ス あ っ て ，

その うち 2バ ー
ス が重要度係数1．0以上で 設計 され る な

らば残 りの 1バ ー
ス は多少耐震性能を落と して 重要度

係数O．8で 設計 して も差 し支 え な い の で は な い か とす る

考え もあ る 。 以 上 の 観点 か ら C 級構造物の 重要度係数

を0．5か らO．8に 変更 した。

　 なお，重要度係数 と再現期間の 関係に つ い て は，地震

動 の 最大 加 速 度 と再現 期間 が両 対数 軸 上 で 線形 の 関係 に

あ る と仮定す る と，重要度係数 が 1．Oで あ る B 級構造物

を 基準に して ， 「特定」，「A 級」 お よ び 「C 級 」 の 構造

物 の 設計震度 はおおむね150，100，50年の 再現期間の 地

震動に 相当す る 。

3． 耐震強化施設の設計

　3．1 レ ベ ル 2地震動 の 設定

　設計に 用 い る地震は，原則 として地域防災計画で 定め

られ た 想定地 震 とす る。対象施設 と想定地 震 の 位置関係

等 か ら考 え て別途検討す る こ とが 望 ま しい 場合 に は ，文

献調査等 に よ り， 地震発生 の 記録 が残 っ て い る 大規模 な

地震あ る い は対象施設の 周辺 にあ っ て 地震発生 の 記録が

残 っ て い な い 確実度 1の 活断層お よ び 要注意活断層 を検

討 の 対象 とする。地 震規模 は 想定地震 の マ グニ チ ュ
ー

ド

とす るが，地 震 の 規模 が定 ま っ て い な い 活断層の マ グ ニ

チ ュ
ー

ドは次式 で 推定 して もよい。

　　　Loglo　L ＝0．6ノレf− 2．9 ・・ttt・・…・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（4）

　 　 　 こ こ に ，

　　　 L ： 地 表地 震断 層 の長 さ （km ）

　　　M ： マ グニ チ ュ
ー

ド

　式 （4）の 適 用 が 困 難 な 場合 に は，兵庫県南部 地 震 に 準

じて，マ グ ニ チ ュ
ードを7．2と して も よい 。

　設定 した 地震 が 直下 の 大地震で あ る か ど うか は 図
一 t

を用 い て 判定す る。な お，対象施設 の 設置位置 に お け る

最大 基盤 加 速 度 は式 （2）を用 い て 算 定 す る 。
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図
一 1　 直下の 大地 震発生の 有無を判定す る た め の 活断 層

　　　 の 分 類 （領域 A に 属 す る活 断 層 で 発生 す る 地震

　　　 は直下 の 大地震 とみ な す ）

　 3．2 設計震度の 算定

　 式（2）で 与 え られ る最大基盤 加 速度 か ら対象施設の 地

盤条件 を用 い て 地震応答計算 （例 え ば SHAKE 等） を

行い ，式（3）に よ り設計震度 を 算定す る 。 地震応答計算

に 用い る地震波形 は 図
一 1の 分類 に 応 じて ，

　  A の 場合 ：ボー｝ア イ ラ ン ド基盤波等

　  B の 場合 ：プ レ
ー

ト内地震 で は ポートア イ ラ ソ ド

　　基盤波等 ， プ レート境界 地震で は 八 戸波，大船渡波

　　 等

とす る。

　 式（3）で 算定 した 設計震度が 0．25よ り小 さ い 場合で ，

設 計 対 象地 震 が 直 下 の 大 地 震 の 場 合 に は ，設計震度 を

0．25とす る。こ れは，兵庫県南部地 震の 際 に ， 設計震度

0．25で 設計 さ れ た 施設 の損傷が軽微 で あ っ た こ とを考慮

した もの で あ る。ま た，直下 の 大地 震の 特性 に つ い ては

ま だ 不 明 な 点があ る た め，耐 震強化施設 は 少な く と も設

計震度0．25の 地 震力 に 耐 え る耐震性 能 を保 持 す る こ とを

目標 とした。

　設計対象地 震 が 直下 の 大地震 で な い 場合 に は，式（1）

と式 （3）で 算定 した値 を比較 し，総合的 に 判断 して 設計

震 度 を 決定 す る 。

　 3，3 断面設計およ び変形等の 照査

　重力式構造物の 場合，震度法 に よ る設計 に よっ て レベ

ル 1お よ び レベ ル 2 地震動 に対 す る設計 目標が お お む

ね 達成 さ れる こ とが確認され て い る が，以下 の観点に つ

い て は さ ら に十 分検討す る 必 要 が あ る た め ，レ ベ ル 2

地震動 に対する構造物の 変形等を照査 す る。

　   　震度法 に よ る設計で は 安全率 と変形量 の 関係 が 明

　　確 で ない 。

　  岸壁 が 機能を保持 して い る こ と を確認 す るた め に

　　は，岸壁本体と背後埋 立 地 盤 の 変形 を
一

体 と して評

　　価す る必要が ある。

　  　レ ベ ル 2 地 震動 に 対 す る液状 化対策 の 効果を確

　　認す る必要が ある。

　変形照 査 は，地 震時 の地 盤の 変形 ・強度特性を 考慮で

き る十 分信頼性の お け る 数値計算 （有効応 力解析法 を用

い た FLIP等）または模型振動実験 に よ っ て 行 うこ と と

す る 。 変形照査で は ， 次 式に よ る補正最大基盤加 速度

A 、。， お よび 補正 後の 波形 を用 い る。

　　　Acer＝＝ 0．55M − logio（X 十 〇．005 ・100’5sM ）

　　　　　
− O．OO122X十 〇．502 ・・・・…　ttt・・・・・・…　tt…

　（5）

土 と基礎，47− 6 （491）
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4．　 見か け の 震度 と動水圧

　 4．1 見かけの 震度

　 岸壁 に 作用す る地震時 の 土圧 は 物部 ・岡 部の 土圧 式 を

用 い る。そ の 際，水 中 部の 土 に作 用 す る震度は，簡便で

あ る こ とか ら従来 は 次式で 算定 して きた。

　　　k
’一

，
1、。

k ……・・………・……・・……・…一・・
（・）

　 　 　 こ こ に ，

　　　 だ ： 水中に お け る見か けの 震度

　　　 γ ：水 で 飽和 した土の 空気中に お け る単位体積重

　　　　　量 （kNfm3 ）

　　　 ん ： 空気中 に お け る 震度

　しか し，式（6）は 土 圧 を 求 め よ う とす る 土 層 よ り上 の

土の 土被 り圧および上載荷重 の影響を考慮 したもの で は

な い。そ の た め，そ れ らの 影響を考慮した 式（7）を 用い

る こ と と した。

　　　　　　　 2（Σγ凄ゴ十 Σγhi十 w ＞十 7h
　　　k’＝　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　ん

　　　　 2｛Σγ！忽十 Σ （γ一10）hj十 w ｝十 （y− 10）h

　　　　　　　　　　　　　
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…

　（7）

　　　 こ こ に，

　　　 hi ： 残留水 位 よ り上 の 土 の 層 の 厚 さ （m ）

　　　 hゴ： 土 圧 を 求 め る 層 よ り上 の 残留水位以下 の 上

　　　　　 の 厚さ （m ）

　　　 h ： 土 圧 を求 め る層 の 厚さ （m ）

　　　 ン，： 土の 湿潤単位体積重量 （kN ！m3 ）

　　　　？ ： 水 で 飽和 した 土 の 空 気中 に お け る単位体積

　　　　　 重量 （kN ！m3 ）

　　　 w ： 単位面積 あ た りの 載荷重量 （kN ！m2 ）

式 （7）に お い て ，h＝。。 の 場 合 ，ま た は hi＝O か つ

w ＝ 0 の 場 合 に は ，式（7）は 式（6）に
一

致 す る。なお，従

来 の 式（6）で は ，見か け の 震度 は 空中の 震度の ほ ぼ 2 倍

に な る が ，式（7）で は そ れ ほ ど大 き くならない。Σhiと

Σhjの 比 が 0．2〜O．6の 範囲で は，上載荷重 の 大 き さ に も

よる が 7々々が お お む ね 1．6〜1．2とな る。

　4，2 動水圧

　岸壁 の設計 に お い て ，こ れ ま で動水圧 を考慮 した 例は

ほ とん どな い。また，過去の 地震被害調査 の 結果 で も動

水圧 を考慮 して い な い こ とが被害の 主 要因 と考え られ る

事例 も見 あ た らな い 。こ の こ とは，従来 の設計法 が経験

に基づ い て 改良さ れ，総合 的 な結 果 と して妥 当な構造 断

面 を与 え る よ うに 組 み 立 て られ て い るた め と考 え られ る。

動水圧を考慮しな くて もほ ぼ妥当な構造物が設計され る

とい う こ とは ， そ の 影響 が 小 さ い か，あるい は摩擦抵抗

力，土圧，支持力な どの 設計の 部分 で，動 水 圧 を無 視 し

て い る こ との 影 響 を カバ ーして い る可能性 が ある。今回

の 改正 で 動水圧 の 影響 を考慮す る こ とに した理 由は 以下

の とお りで あ る 。

　  物理的な観点か らは，重力式岸壁の 前面 に動水圧

　　が作用 す る と考 え ら れ る こ と。

  前項 の 式 （7）に よ り算定 され る 地震時土圧 が 従来

　　よ り若干 小 さ くな る た め，こ れ ま で 動水 圧の 影響を

」  e，1999
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　　補償 して い たもの が 失われて しまう可能性 が あるこ

　　 と。

　   　近 い 将来，設計法が 安全係数 を 用い た 限界状態設

　　計法 に 移行 しそ うな動向を考慮す る と，物理 的に 明

　　 ら か な 外力 は で きるだ け分解する こ とが 望 ま しい と

　　考 え られ る こ と。

　な お ，動 水 圧 Pdw は Westergaard（ウ ェ ス タ
ーガー

ド）の 提案に よ る 次式 に よ り算定 す る 。

　　　Pdw＝± 7／8hγw ＞騒 　　・tt…　tt・…　tt・tt・・・・・・…　tt・・（8）

　 　 　 こ こ に，

　　　　k ：設計震度

　　　 Yw ： 水 の 単 位 体 積重 量 （kN 〆m3 ）

　　　 ff ： 構造物 の設置水深 （m ）

　　　　y ； 水 面か ら動水 圧 を求 め る点 ま で の 深 さ （m ）

　 4．3　液状化の 予測
・
判定

　粒度 とN 値を用 い て 行 う判定法 に お い て 以 下 の 事項

が変更 され た。

　  図一 2 は等価加 速度が 200 〜300Gal 程度 の 地 震

の 液状化事例を基 に作成され た もの で あ っ た。しかし兵

庫県南部地震 で は，等価加速度 が 500Gal 程度の 場合 に，

「液状化 しな い 」 と予 測 で きる 等価 N 値20以上 の 地盤 が

液状化 した た め，等価 N 値の 最大値を20か ら25に引き

上 げ た 。

　  従来，粘上や礫を含む砂の 液状化 の判定 ・予 測 は

図一 2 と異な る チ ャ
ート （省略）を使用 して きた。しか

し，北海道南西 沖地 震で は か な りの細粒分 を含 む 砂 が液

状化 し ， ま た 兵庫県南部地 震 で は 礫 を 含む ま さ土 が 液状

化 した ため，そ の チ ャ
ー

トを廃止 した。

　  礫 分 を 含む 砂 に つ い て は ，透水 係数が 3cm ！s 以

上 あ る 場合，液状化 しな い と判断 して よい 。

　  細 粒分 を 多 く含 む 砂 に つ い て は 等価 N 値 Nan の

補 正 を行 う 。 す な わ ち ，細粒分 含有率 Fc を用 い て 式

（9）に よ り補正後の 等価 N 値 を求め る ほ か ，塑性指数 ち
を 用 い て 式 （10）に よ り等価 N 値 の 増加分 ∠N を 求 め る。
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図一2　 等価 N 値 と等価加 速 度 に よ る判定 の 区分

　

O

　

D
　
　

　　
rO

　
　
　　
じ

　

l
　
　　　　
D

3
〕

覊
脆
H
懌
C
理」
〜、
單
帥

　 　 　 　 　 　 　 　 5　　 10　 　15　 20

　 　 　 　 　 　 　 細粒分含有率 F 訊 ％）

図
一3　 細粒分 含有率 に 応 じた 等価 N 値 の補 正係数
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図一4　 ／V 値 の 補 正方 法 と細 粒 分含 有率 お よ び塑 性指 数

　 　 　 の 関係

　　　補正後 の 等価 N 値 ＝・N65！CN　
………一・……

（9）

　　　∠lj＞＝ 8十 〇。4（lp− 10）　
・・・・…

　
……

　
tttt・・・・・・…

　く10）

　 　 　 こ こ に ，

　　　CN ： 補正 係数 （図
一 3参照）

式（9），（10）の 具体的な適用 は 図
一 4の とお りで ある。

5． 桟橋の 耐震設計

　桟橋 の 耐震設計 に お い て ，そ の 設計震度 は 重力式構造

物 に準じて 式（1）で算定され て きた 。 ま た ，
こ れ ま で に

桟橋本体 が 地震 に よ っ て 顕著な被害を受けた事例は見受

け られない （兵庫県南部地震 の 際に 初め て桟橋が大 き く

被災 した が，こ の 被災 は 桟橋背後 の 土 留め 護岸 が 海側 へ

変位 して 桟橋 を 押 し出 した もの で あ り， 従来の 設計法 が

想定 して い る よ うな ， 桟橋上 部工 に 作用す る地震力に よ

る破壊形態 で はなかっ た）。

　 こ の よ うな こ とか ら，従来の 方法 に よ る 桟橋 の 耐震設

計法 は 十分 な安 全 性 を有 して い る と推 察 され る が，地 震

時の 動的応答特性が 異 な る搆造様式 で ある重力式岸壁等

の設計手法を準用す る こ と には 問題 が 残 され て い た 。

　5．1 設計手順

　船舶衝撃力等 の 地震力以外の 外力に対 して 設定 され た

基本 断 面 に つ い て 耐 震性 能照査 を行 う。

　5．2　耐震性能の 照査

　耐 震性能の 照査 は 非線形動的解析 ， 弾塑性解析 お よ び

簡便法を用 い る こ とが で きる。こ こ で は簡便法 に つ い て

紹介 す る。

　（1） 標準照査震度

　 レ ベ ル 1 地震動に っ い て は ，対象と す る桟橋設置位

置 の 地 域 区 分 （表一 1），地 盤 の 固有周 期 Tgお よび桟

橋の 固有周期 Tsに 応 じて標準照査震度 が設定され る。

　　　　　　 m 私

　　　Tg＝4碧死
’… ’… ’”tt’’’’’’”… 『’’”幽”

（11）

　　　咽 ，詈K 　　 ・12・

　 　 　 　 　 　 　 　 i＝1

20

こ こ に，

Hx・：地盤 iの 層厚 （m ）

Vsi： 地 盤 ゴ層 の せ ん 断波速度 （m ／s）

∬ ： 桟橋 の 自重お よび地震時の 上載荷重 （kN ）

g ： 重力加 速度 （m ／s2）

Ki ： 杭 の 横方向 ば ね定数 （kN ／m ）

m ： 地 盤 の 層数

n ：杭 の 本数

表
一4　 レベ ル 1 に対す る 許容塑性 率の 標準値

1、口〔〕
A 地区

 

　 　 　 3

郵

　 O．10
繦

 

  lT，く O．1s
  ：0．ls≦T、く0．5s
  ：O、5s≦Ts

　 　 　 　 　 　 O．〔i1
　 　 　 　 　 　 　 0，1　　　 1．0　　　　 10

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　周 期 1、s ）

図
一5　桟橋の レペ ル 1地 震動に 対す る標 準照査震度

　図
一5 に A 地 区の 標準照査震度 を示 す。

　な お，レ ベ ル 2 地 震動の 照査震度は 3．1で述べ た方法

で地 震応答計算 を 行 い ， 桟橋 の 杭の 仮想固定点 に お け る

加速度応答 ス ペ ク トル か ら求め る。

　  　保 有耐 力 の 照査

　保有耐 力の 照査は ，桟橋を 杭
一
ラーメ ン モ デ ル と仮定

し ，
コ ン ク リート上 部工 およ び 地盤 の 非線形性 を考慮 し

た弾塑性解析ある い は簡便法 に より行 う。こ こ で は，簡

便法 に つ い て 紹介 す る。保有耐力 の 照査 の 基本 式を式

（13）に 示 す。

　　　Ra≧瓦 伊 ………・・………・・・・……・・…・……（13）

　 　 　 こ こ に，

　　　 Ra ： 桟橋の地 震 時保有耐 力 （kN ）

　　　 Kh ：標準照査震度 （図
一 5 等参照）

　　　 W ： 桟 橋 の 自重 お よ び地 震 時 の 上 載 荷 重 （kN ）

　桟橋 の地震時保有耐力 Ra は次式 に よ り求める。

　　　Ra＝　　2μ侈

一1十 θ（μσ

一1）
2Py

　
…・・…・・…

　
…・・（14）

　　　 こ こ に，

　　　 μ。： 許容塑 性 率。 レベ ル 1 地 震動 に 対 す る 許 容

　　　　　 塑 性率は 表一 4 の とお り 。 レ ベ ル 2地 震動

　　　　　 に対す る許容塑性率 は 次式 で 求 め る。

　　　μa
＝ 1．25十 62．5（tfl））≦2．5・…・…………ttt・（15）

　　　　 t ： 鋼管杭の 肉厚 （mm ）

　　　 D ： 鋼 管杭 の 径 （mm ）

　　　　θ ：荷重
一
水平変位関係 に お け る 二 次勾配 と一

　　　　　 次勾配 の 比 。 表一 4 の 許 容 塑 性率 を設 定す

　　　　　 る場合 に は ，θ＝0 とす る。

　　　 P
コ

： 弾性限度 に対応 す る水 平 力 （kN ）

　　　Py＝O．82P。ali
・……・………・・一 …・……一…・

（16）

　　　轄 轟 ，　 　 …（・7・

　P．ilは桟橋の 全杭 に おけ る杭頭 と仮想固定点 の 曲げモ

ー
メ ン トが 全 塑性 モ

ーメ ン トMPt・に 達す る と き の 水平

荷重 で あ る 。Py を PUI1の 82％ と し た の は ，標準的 な諸

元 の 桟橋に お け るパ ラ メーター解析の 結果に 基 づ い て い

る 。　　　　　　　　　　　　　　　　　 （原稿 受理　1998．12、22）

土と基礎，41− 6 （49ア）
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